
（一社）東京国際金融機構
（FinCity.Tokyo）

東京国際金融機構（FinCity.Tokyo）について

【主な活動分野】

国内外での情報発信

政策提言

関係機関との連携推進

海外金融機関等の誘致

設立　2019年4月
代表理事／会長　中曽宏

・国内外投資家

・国内外運用会社

・国内外金融機関

・国内外Fintech firms

・海外金融プロモー

　ション組織 

• 関係省庁等※

• 東京都

• 他の地方自治体

• 政党

• 業界団体

情報
発信

政策
提言

• 東京都が2017年11月にとりまとめた「国際金融都市・東京」構想をきっかけに、2019年4月に官民連携金

融プロモーション組織「一般社団法人東京国際金融機構（FinCity.Tokyo）」が発足。

誘致活動

※金融庁、経産省、環境省、厚生労働省、総務省、内閣府、日本銀行等

課題認識
ニーズ
要望
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Emerging Managerの活用の重要性

企業の
成長段階

投資対象
企業価値

グロース市場上場

プライム市場上場

大型株インデックス
ファンド

Active fund 
managers/ 
EM
(成長を伴走す
るfund 
managers)
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Missing 
piece
（EM）

　　　　VC

● 上場まではVenture Capitalists (VC) が伴走するものの、小さな時価総額にて上場するケースが多い。
● 上場後の持続的な成長を支えるべく、以下の機能を持つEmerging Manager（EM） の必要性は高い。

→多くの機関投資家にカバーされていない企業の成長機会を発見し、伴走する機能
→成熟した企業が再び成長軌道にのるために非上場化等を通じて事業再編などを後押しする機能

非上場化中小型アクティ
ブ運用ファンド

バイアウトファンド
クロスオーバーファ
ンド

未成熟状態でEXIT。
機関投資家による投
資が行われず、証券会
社や監査法人系の上
場コンサルの支援が途
切れるタイミング。

短期的な上場ゴールで
はなく、中長期的成長
を牽引・伴走できる
VCとしてのEMも必
要



アセットオーナー・プリンシプルと独立系資産運用会社への期待

政府広報オンライン　新しい資本主義の実現に向けて

• 前文：アセットオーナーは（中略）受益者等の最善の利益
を追求する観点から、投資先企業や委託先金融機関を厳
しい眼で見極めることで、受益者等に利益をもたらすと

ともに、その行動が結果として、投資先企業の中長期
的な成長や運用機関の健全な競争による運用力向上に
もつながる。

• 補充原則３－３：従来から委託している金融機関等であ
ることや、選択している運用方法であるという理由のみ
で同じ金融機関を選定し続けるべきでない。また、自ら
や資金拠出者等と、運用委託先及びそのグループ金融機
関との取引関係がある場合、運用目的・運用目標に反し
ていないか、適切に利益相反管理を行うべきである。

• 補充原則３－４：知名度や規模のみによる判断をせず、
運用責任者の能力や経験（従前の運用会社での経験等
を含む）を踏まえ、検討を行うことが望ましい。例えば、
新興運用業者を単に業歴が短いことのみをもって排除
しないようにすることが重要である。
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＜１．独立系の投資運用業者（適格投資家向け含む）向け補助金（東京都）＞
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● 独立系の投資運用業者向けに創業時に必要な固定費部分（資産運用業の創業に係る特有の費用）を支援

● 初年度は補助対象費用の50％で、投資一任は300万円、投資信託は500万円を補助金の上限とす

る。

新興資産運用業者
（ＥＭ）

業登録費用

投資家

運用委託

東京都

②「資産運用の創業に係る
　特有の費用」の支払い

③ 費用認定

① 募集・交付審査

「資産運用業の創業に係る
特有の費用」の一部を補助

④ 補助金支給

協会加入費
年会費

法務・コンプライ
アンス

関連費用等

運用事務委託・
システム関連

費用等

（資産運用業の創業に係る特有の費用）

補助対象費用

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=0ahUKEwinyOKEkuHXAhXGabwKHf12Ce8QjRwIBw&url=https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF&psig=AOvVaw0aS7H6z-kGIEKZuWvE3HdS&ust=1511954086879896


＜2．投資助言・代理業者や運用プラットフォームでの創業者向け補助金（東京都）＞

● 「独立系の投資助言・代理業の創業者」、「運用プラットフォームで雇用された事業者」向けに創業時に必要な固
定費部分（資産運用業の創業に係る特有の費用）を支援

● 補助金は補助対象費用の50％とし、２00万円を上限とする。

＜①投資助言代理業者向け補助金＞

投資助言・代理業に登録した独立系の事業者で、運用プ
ラットフォーマー（投資運用業者）に投資助言することに
よって資産運用業務を開始する方

＜②運用プラットフォーマーに雇用された事業者向け補助金＞

運用プラットフォーマー（投資運用業者）に雇用され、分別口座
（SMA）等を与えられ資産運用業務を開始する方
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本日
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More information

https://fincity.tokyo/en/
contact@fincity.tokyo
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https://fincity.tokyo/en/
https://www.linkedin.com/company/fincity-tokyo/
https://twitter.com/FinCityTokyo
https://www.facebook.com/FinCityTokyo/

